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総費用最小化理論に基づく液状化対策地盤の最適地盤改良度の提案 
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by 
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*
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 and Guangqi CHEN

** 

 

     This paper presents a liquefaction risk analysis in terms of the percent defective in ground improvement. In this paper, the 

liquefaction potential of artificially solidified ground is analyzed statistically using Monte Carlo Simulation of the nonlinear 

earthquake response analysis considering the spatial variability of soil properties. Damage cost induced by a partial liquefaction in 

the solidified ground is estimated based on the reduction of the seismic bearing capacity obtained by random field numerical limit 

analysis. The annual liquefaction risk is calculated by multiplying the liquefaction potential with the damage costs caused by a 

partial liquefaction. Effects of percent defective in ground improvement on the liquefaction risk of anti-liquefaction ground 

investigated using the hazard curve, fragility curve induced by liquefaction, and liquefaction risk curve. Moreover, the percent 

defective in ground improvement was discussed from the viewpoint of the quality verification for the construction of 

anti-liquefaction ground. Finally, Finally, ideal strength of ground improvement was decided based on minimization of expected 

total cost. 
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1 はじめに 

近年，設計に用いられる最大想定地震動よりも，はる

かに大きな地震が世界各地で発生している．2011 年に発

生した東北地方太平洋沖地震による液状化では，港湾構

造物に大きな被害をもたらした．地震時に発生する液状

化の被害には，建物の崩壊，地盤および土木構造物の不

等沈下，変形，側方流動など様々なものがあり，社会・

経済に甚大な被害をもたらす．そこで液状化対策の一つ

として，事前混合処理工法 1)や浸透固化処理工法 2)のよ

うに，軟弱地盤の支持力増加や砂質地盤の液状化対策な

どを目的として，固化材の混合や薬液の注入により地盤

改良を行う工法が開発された．しかし，これらの地盤改

良工法による固化処理地盤は，固化材の混合の不均一性

および対象地盤の土質の不均質性などの理由により，自

然堆積地盤に比べてせん断弾性係数や液状化強度など

の地盤諸係数に空間的な不均質性を有することが報告

されている 3)．このような固化処理地盤が有する地盤物

性の空間的不均質性によって，地震時に局所的な液状化

やせん断破壊が生じ，地盤の支持力や破壊モードに影響

すると予想される．  

固化処理地盤の設計を行うさい，弾性定数や強度定数

などの地盤物性の不均質性や不確実性を合理的かつ定

量的に取り扱う必要がある．このような背景から，地盤

の不均質性や地震発生の不確定性などを考慮した人工

処理地盤の安全性評価手法が求められた．近年，地盤工

学の分野において，地震や降雨などによって引き起こさ

れる自然災害の潜在的危険性の定量的評価や合理的か

つ経済的対策投資を行うための指標として，リスク指標

を用いたリスク分析やリスクマネジメントに関する研

究がなされている．リスク分析による安全性評価では，

ハザードや構造物の材料特性などの不確定量を確率・統

計論に基づき合理的かつ定量的に取り扱うことで，構造

物の安全性をフラジリティ曲線，リスク曲線または破壊

確率として評価することが可能となる．これまで地盤構

造物を対象としたリスク分析では，盛土，擁壁および斜

面などに適用事例があるが，人工処理地盤に関してリス

ク分析を適用した研究は尐ない．信頼性理論に基づく液

状化確率を用いた最適設計の研究事例として，西村ら 4)

は液状化対策地盤の信頼性設計手法を提案し，構造物の

重要度，耐用年数および地震発生の地域特性の違いによ

る最適な地盤内の改良率を定量的に評価した．また，片

岡ら 5)は固化処理地盤を対象に，液状化リスクの定量的

評価手法の提案を目的に，固化処理地盤の液状化強度の

不均質性を考慮した非線形地震応答解析をもとに，モン

テカルロ・シミュレーションを行った．その結果から地

震外力の不確実性と地域特性や局所的な液状化発生に

起因した地盤の支持力低減による損失を考慮した液状

化リスク分析手法の提案を行った．また，局所的な液状

化を想定するために，笠間ら 6)は液状化強度の空間的な

不均一性をランダム場理論で表現した．また，それを用

いて数値極限解析を使ったモンテカルロ・シミュレーシ

ョンにより，局所的な液状化を考慮した地震時支持力を

解析し，その結果を用いて，液状化強度の不均一性が支

持力係数および破壊モードに与える影響について確率

統計的に考察した． 

一般に構造物のリスク評価は，コストと連携づけて議

論されることが多く，コスト面では維持管理費用を含め

たライフサイクルコストの縮減が要求される．通常，構

造物のリスクを低くしようとする場合，初期建設費や維

持管理費が大きくなり，相反関係が成立する．したがっ

て，構造物における総コストを最小化することができ，

最適設計計画を決定することが出来る．西村ら 7)は，総

コストを最小化する設計法について解説した．この考え

方は，様々な不確定要因に対して費用の期待値を算出す

る期待総費用最小化理論として信頼設計法に取り入れ

られることが多い． 

地盤改良を行う際，地盤強度に空間的不均質性が生じ

ることから改良強度を割り増すことが多い．そこで本論

文では，液状化の目安とされる強度 100kPa を設計強度

と定義し，割り増した改良強度を設計強度で除したもの
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を割増係数と定義し，割増係数に着目した液状化リスク

分析を行った．そして，総コストとの関係から，最適な

割増係数を算出することを目的とした． 

 

２ 液状化リスク分析手法 

地盤の非線形応答解析には，地震応答プログラム FLIP 

を使用した 8)．土の応力-ひずみとして，双曲線モデルを

組み合わせたマルチスプリングを用いた．地盤物性の空

間的な不均質性が応答におよぼす影響の対象領域とし

て，高さ 20m，幅 20m，要素サイズ 1.0m×1.0m（要素数：

400 個，接点数：441 個）と設定した解析地盤モデルを

Fig. 1 に示す．また，Table 1 に解析条件を示す．固化処

理土の一軸圧縮強さ uq における変動係数
uqCOV は，実

地盤の一軸圧縮強さ uq の試験結果から 0.2～1.0 とした．

ただし，本論文では最も液状化の可能性があり危険だと

考えられる変動係数 1.0 を中心に分析を行った．一軸圧

縮強さ uq の自己相関距離  は，非常に小さい条件

(random と表記)と設定した．入力地震波は，福岡西方

沖地震で観測された南北方向の加速度波形 9)を用いた．

ただし，最大入力加速度を 1～3m/sec2に振幅調整した．

本文では，固化処理地盤の各要素の材料特性を一軸圧縮

強さから間接的に評価するために，ランダム場理論を用

いて，空間的不均質を考慮した各要素の一軸圧縮強さの

空間分布を算出した 10)．Fig. 2a)に試算結果の一例を示す． 

本文では，液状化リスク R(液状化に起因する損失期待

値)を，年間の液状化の発生確率 P，液状化に起因する被

害額 C を用いて式(1)のように定義した．本研究では，

Fig.1 のような地盤が各都市にあるものと想定し解析を

行った． 

 

CPR              (1) 

 

Fig. 3 に，液状化リスク分析フローを示す．液状化の

確率分析では，対象地域における地震外力の年超過確

率 Pを表すハザード曲線から地震の発生確率 p()を式

(2)により算出した．ハザード曲線は「建築物荷重指針

2004 年度版」11)に示された諸係数を用いて算出した． 
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本法では，液状化安全率 FL を液状化を判定する指標と

して用いた．式(3)に示す液状化安全率 FL は，各深度の

液状化に対する安全性を表す指標である．通常，FL <1.0

の時に地盤が液状化する可能性があると判断される． 
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ここで，R´は地盤要素が有する繰返しせん断応力比であ

り，事前混合工法技術マニュアル 12)による一軸圧縮強さ

quとの関係から求めた回帰式(4)より算出した． 
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L は地盤要素に作用する繰返しせん断応力比であり，非

線形地震応答解析から得られた，各要素の最大応答水平

加速度の平均値maxから式(5)より算出した． 
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Fig. 1 Finite element mesh 

 

Table 1 Input parameters 

Input parameter Symbol Unit Value

Unconfined 

compressive strength

mqu kPa 200

COVqu 0.2-1.0

Correlation length q m random

Poison ratio 0.33

Density r t/m3 1.89

Damping coefficient h 0.15

Internal friction angle f degree 30

Unit weight g kN/m3 18.5

Effective unit weight g’ kN/m3 8.5

Monte Carlo iteration 1000
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b) FL 

Fig. 2 Typical results of strength and liquefaction 

 

ここで，g は重力加速度，σv，σv´ はそれぞれ鉛直応力お

よび鉛直有効応力である．Fig. 2b)に，Fig. 2a)の条件で解

析を行った時の液状化安全率 FL の空間分布を示す．図

に示すように，一軸圧縮強さ qu の小さい箇所で液状化安

全率 FL は小さい値をとり，局所的な液状化が発生する

と判断できた． 

本文では，局所的な液状化などの液状化領域の空間割

合を表現するために，液状化率 Pr[FL<1.0|]を算出した．

地盤全体の要素数 Number[element]に対する液状化した

要素数（液状化安全率が 1.0 を下回った要素数）

Number[FL<1.0]の割合を，液状化率 Pr[FL<1|]と定義し，

－ 658 －



 

 

式(6)から算出した． 
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 液状化の被害分析では，局所的な液状化に起因する地

盤の支持力低減に着目し，上部構造物が全壊したときの

最大被害額 Coを基準にして，被害率 K を乗じることで

被害額 C を式(8)のように定義した． 

 

0]]|0.1[[ CFPKC Lr              (8) 

 

ただし本文では，著者らの研究グループが液状化率

Pr[FL<1.0|]と支持力低減率NBの関係を定量化すること

を目的に別途実施した，液状化後の地盤の剛塑性体でモ

デル化し数値極限解析を通して得られた研究成果を利

用した 13)．しかし，局所的な液状化による被害率と支持

力低減率の関係が解明されていないことから，本論文で

は被害率と支持力低減率の関係を式(9)のように定義し

た． 
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ここで，F(Pr)は，被害率 K と支持力低減率 NBとの関係

を表す関数である．現在，液状化による被害形態の研究

が進んでいないことから，本研究では F(Pr[FL<1.0|]) = 

1.0 と定義した．液状化率と被害率の関係を双曲線近似

した回帰曲線を Table 2 にまとめ，この結果を利用し被

害率を算出した．なお，最大入力加速度 2m/sec2 以上で

は液状化率に関係なく，地盤の支持力が大幅に低減する

ため，一律に被害率 K(Pr[FL<1.0|])=100%とした．そし

て，最終的に，式(11)を用いて液状化リスク R を算出し

た． 
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 以上のように本液状化リスク分析手法は，確率分析と

被害分析の両方で液状化率 Pr[FL<1.0|]を共通な指標と

して計算するのが特徴である． 

 

３ 地盤改良における割増係数 

事前混合処理工法による固化処理地盤は，固化材の混

合の不均一性および対象地盤の土質の不均質性などの

理由により，自然堆積地盤に比べてせん断弾性係数や液

状化強度などの地盤諸係数に空間的な不均質性を有す

る．地盤強度に空間的不均質性が生じることから改良強

度を割り増すことが多い．本論文では，液状化の目安と

される強度 100kPa を設計強度と定義し，割り増した改

良強度を設計強度で除したものを割増係数と定義した． 

Fig. 4 は，事前混合処理工法により改良された固化処理

地盤における室内強度と同配合条件での原位置強度の

比をまとめたものである．原位置強度と室内強度は，同

配合条件で等しくなる（割増係数＝1.0）のが理想的であ

るが，図より明らかなように，原位置の地盤の不均質性

や固化材混合の不均一性などに起因して，強度比は 1.0

を中心にばらつきを有する値となる．本論文では，室内

強度を目標強度と定義した．その際の目標強度は，液状

化対策の必要強度とされる 100kPa とした．  
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Fig. 3 Liquefaction risk analysis flow 
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Fig. 4 Strength ratio and overdesign factor 

 

Table 2 Damage ratio and liquefaction potential 

Acceleration Damage ratio K(Pr[FL<1.0|]) (%) Correlation 

1m/sec2 14)0116.00313.0(  xxK  0.9832 

2m/sec2 27)0130.00124.0(  xxK  0.9989 

3m/sec2 72)0357.00127.0(  xxK  0.9998 

x: Liquefaction potential Pr[FL < 1.0|] (%) 
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4 液状化リスク分析結果 

4・1 確率分析 

Fig. 5 に，福岡，大阪および東京の年超過確率 Pの地

震ハザード曲線を示す．いずれの都市においても地震の

年超過確率 Pは，地震外力が大きくなると減尐し，そ

の減尐割合は地震外力が大きくなるほど減尐した．ま

た，同じ年超過確率 Pで比較すると東京の地震外力

の値が最も大きく，福岡の地震外力が最も小さい値と

なった．例えば，年超過確率 P1％，つまり再現期間

100 年の地震外力の値は，福岡が 0.6m/sec2，大阪が

1.75m/sec2，そして東京が 2m/sec2である．この結果から，

東京は地震の発生しやすい都市であり，福岡は地震の発

生しにくい都市であることが分かる．本文では，福岡に

着目し，液状化リスク分析を行った．

Fig. 6 に年超過確率より算出した，福岡，大阪および

東京の年発生確率 p()を示す．年超過確率 Pと同様に,

いずれの都市においても地震の年超過確率 Pは，地震外

力が大きくなると減尐した．また，同じ年発生確率 p()

で比較すると東京の地震外力の値が最も大きく，福岡

の地震外力が最も小さい値となった．例えば，年発生

確率p()=10-3(%)では，福岡で0.4m/sec2，大阪で1m/sec2，

東京で 1.3m/sec2 である．また，地震外力が大きくなる

と，年発生確率 p()の減尐割合はいずれの都市において

も減尐した．また，各都市の年発生確率 p()の最大値の 

0

20

40

60

80

100

0 0.5 1 1.5 2 2.5

1
1.5
2
2.5
3

L
iq

u
ef

ac
ti

o
n
 p

o
te

n
ti

al
 P

L
[F

L
<

1
|


Overdesign factor

Maximum horizontal accelaration  (m/sec
2
)

 
Fig. 7 Liquefaction potential 
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Fig. 8 Damage ratio induced by liquefaction 

 

地震外力の値は，異なるものとなった．その値は福岡

ではm/sec2，大阪では 0.3m/sec2，東京では 0.45m/sec2

である．このことより，東京が最も大きな地震が発生す

る可能性があることが分かる． 

Fig. 7 にモンテカルロ・シミュレーションにより算出

した液状化率 Pr[FL<1.0|]と割増係数の関係を示す．前

述したとおり，各割増係数での一軸圧縮強さ qu の変動

係数は危険側で考慮するため 1.0 とした．液状化率

Pr[FL<1.0|]は，割増係数が大きくなるほど減尐した．

また，地震外力 1m/sec2においては，割増係数が 0.5 の

場合においても，液状化率 Pr[FL<1.0|]が 0 に近いこと

から，地震外力 1m/sec2 以下では液状化は発生しないと

推察できる． 

 

4・8 被害分析 

Fig. 8 に液状化に起因した被害率 K と不良率の関係を

示す．被害率 K は，割増係数が大きくなるほどいずれの

地震外力 においても減尐した．また，被害率 K の減尐

割合 は，割増係数が大きくなるほど，いずれの地震外

力 においても減尐した．このことより，被害率 K は各

地震外力でそれぞれ一定値に収束していくと推察で

きる． 
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Fig. 10 Annual liquefaction risk 

 

4・3 リスク分析 

Fig. 9 に，福岡を想定した固化処理地盤の液状化リスク

曲線を示す．ここでリスク曲線とは，リスクとそのリス

クが発生する年超過確率の関係を示したものである．液

状化リスク R は，割増係数の値によらず，年超過確率が

小さくなるほど増加した．また，同じ年超過確率で比較

すると，不良率が大きくなるほど液状化リスク R は増大

した．例えば，年超過確率が 0.1 回/年，つまり再現期間

が 10 年の液状化リスク R を想定した場合，割増係数が

0.5 の地盤の液状化リスク R は，最大被害額 C0の 55%程

度を有する．一方，割増係数が 2.0 の改良地盤は，5％程

度とほぼ被害を受けないことが分かる． 

さらに，Fig. 9 示す液状化リスク曲線を積分すること

で各都市がもつ年間の液状化リスク AR を算出した．福

岡，大阪および東京における年間液状化リスクの結果を

Fig. 10 示す．各都市の年間液状化リスクは，いずれの都

市においても割増係数が大きくなるほど減尐した．また，

その値は地震の発生確率の影響を受けるため，各都市で

異なるものとなった．割増係数が 2.0 の改良地盤を想定

すると，各都市の年間液状化リスク AR は，福岡，大阪

および東京でそれぞれ最大被害額 C0の 0.05%，0.5%およ

び 0.3%となった． 
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Fig.11 Cost for Liquefaction(CI=0.1) 

 

5 最適地盤改良度の提案 

 続いて，以上で得た液状化リスクを利用して，液状化

対策に伴う期待総費用を最小化することにより，最適な

地盤改良の不良率を提案することを試みる．一般に構造

物の供用年数 t 年における期待総費用 CTは，以下の式の

ように表される． 

 

  )()( tCtCCtC FMIT           (12) 

 

ここで CI，CMおよび CFは，それぞれ液状化対策の初期

費用，維持管理費用および期待損失費用である．ここで，

構造物の破壊損失として液状化被害を取り上げており，

液状化対策にかかる費用は初期費用が大半であり，維持

管理費用 CM は無視することができる．また，併用期間

t 年とした時の期待損失費用は，年間液状化リスク AR を

用いて，式(13)のように表される． 

 

 (13) 

 

ここで，r は，構造物の年間の割引率である．本論文で

は，割引率 r を公共構造物に用いられる 0.04 とした．さ

らに，液状化対策の初期費用 CIと最大被害額 C0との比

として初期費用比= CI/C0を導入する．また，地盤改良

の割増係数が大きくなるほど初期費用が増大すると仮

定し，割増係数 1.0，つまり割り増しを行わない地盤改

良を基準として割増係数が 1.0 の地盤改良コストが 0.1

の時，割増係数が 0.5 ならば地盤改良コストは 0.05，割

増係数が 2.0 ならば地盤改良コストは 2.0 であると想定

した．異常により式(12)は以下のようになる． 
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         (13) 

 

ただし，PDが割増係数である．以上から得られた結果を

用いて，液状化リスク R と構造物の期待総費用 CT の関

係から，地盤改良における最適地盤改良度を検討した． 
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Fig.12 Total cost for liquefaction 

 

一般に構造物の供用年数は，対象構造物の規模および

重要性に応じて 30 年，50 年および 100 年とされること

が多い．このことから，福岡を想定した供用年数 30 年，

50年および100年の液状化対策における期待損失費用を

Fig.12 に示す． 福岡ではいずれの供用年数においても，

地盤改良の初期費用が小さい場合，総期待費用は割増係

数が大きくなるほど減尐した．しかし，初期費用が大き

くなると期待総費用は，割増係数 1.0 の場合に最小値を

とった．このことより地盤改良の初期費用が大きくなる

ほど，最適地盤改良度は小さい値をとる．つまり改良を

行う際，割り増しを行う必要はないことがわかる．した

がって，地盤改良の初期費用比が大きい場合，最適地盤

改良度は割増係数 1.0 をとり，初期費用比が小さい場合

最適地盤改良度は割増係数 2.0 もしくはさらに大きな割

り増しを行う必要がある．本研究では，割増係数 2.0 ま

での解析で議論を進めたが，2.0 以上の解析を行ってい

く必要がある． 

 以上のように液状化対策を行う際，未改良地盤の年間

液状化リスク AR0と初期費用比λが分かることによって，

液状化対策における最適地盤改良度が判断できること

を示した． 

 

 

６ 結論 

 本文では，改良地盤を対象に地盤改良の割増係数に着

目した液状化リスク分析を行った．そして，期待総費用

最小化理論に基づいて最適地盤改良度の算定を行った．

得られた結論を以下に示す． 

(1) 液状化率は，改良地盤の割増係数が大きくなるとと

もにした．ただし，地震外力1m/sec2において液状

化率が小さいことから，地震外力1m/sec2以下の地

震において液状化は発生しないと推察できる．  
(2) 局所的な液状化に起因した被害率は，割増係数が大

きくなるとともに減尐した．ただし，その減尐割合

は割増係数が大きくなると小さくなった．このこと

より被害率は各地震外力でそれぞれ一定値に収束

していくと推察できる．  

(3) 福岡での液状化によるリスクは，年超過確率が0.1

回/年，つまり再現期間が10年の液状化リスクRを想

定した場合，割増係数が0.5の地盤の液状化リスクR

は，最大被害額C0の55%程度を有する．一方，割増

係数が2.0の改良地盤は，5％程度とほぼ被害を受け

ない． 

(4) 年間液状化リスクは，割増係数が大きくなるととも

に減尐した．また，その値は地震の発生確率の影響

を受けるため，各都市で異なるものとなった．割増

係数が2.0の改良地盤を想定すると，各都市の年間液

状化リスクARは，福岡，大阪および東京でそれぞれ

最大被害額C0の3%，0.005%および0.002%となった．． 

(5) 割り増しを行わない地盤改良を基準として，初期費

用比を設定すると地盤改良の初期費用が大きな地

盤では，最適地盤改良度は割増係数1.0となった．ま

た初期費用が小さな改良地盤の最適地盤改良どは

割増係数2.0および2.0以上の値となった． 
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